　別記様式第１号（第３関係） 
	

	
	事業実施年度
	　　　　年度
	

	
	メニュー
	
	

	 産地パワーアップ事業（産地生産基盤パワーアップ事業）　実施計画書
都道府県・市町村名　
地区名
地 域 協 議 会 名 　
整 　理　 番　 号　
　　対　象　作　物　名　
　

　　取　組　主　体　名


（注）「メニュー」の欄については、実施要綱別表から該当するメニューを記入すること。
第１　事業の目的
	
	


　（注）１　貸し付けを目的とする場合は、その内容も記述すること。
第２　事業計画総括表
	番号
	メニュー

１　整備事業

２　基金事業内整備事業

３　基金事業内生産支援事業

４　基金事業内効果増進事業
	対象作物
	事業内容

（工種、施設区分、構造、規模、能力等）
	事業費（円）
	負担区分（円）
	備考

完了予定年月日

	
	
	
	
	
	国庫補助金
	市町村費
	その他
	

	
	
	
	
	
	うち補助対象
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　　　　　　　合　　　　計
	
	
	
	
	
	


　
第３　事業実施対象地区及びその地区の状況
　　対象地区名：
	
	 ①
 区　　分
	各種指定等の状況
	事業対象農作物の作付面積（ha）
	備　　考
備　　考

	

	
	
	
	全域指定の場合：○
一部指定の場合：△
指定無しの場合：×
	※△の場合
区分：
割合：
	　
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	特定
農山
村
	振興
山村
	過疎
地域
	離島
振興
	半島
振興
	棚田
地域
	農用
地区
域
	生産
緑地
	生産緑地
以外の市
街化区域
	(作物名)


	(作物名)
	(作物名)
	
	

	
	現　　　状
(　　  年度)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	目　　　標
(　　  年度)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


    （注）１　対象地区は、受益地を含む市町村等の出荷単位等とする。なお、市町村等が複数にわたる場合には、その合計を記入する。
２　「各種指定等の状況」の欄において、「△（一部指定）」であった場合は、その一部指定の占める割合（％）を記述する。
３　「備考」欄において、中山間地域所得確保計画等の有無を記述する。
第４　事業の実施方針
１．事業実施地区における現状・課題及び対処方針
	
	


  　（注）事業実施地区における現状を踏まえ、生産、経営、流通に係る課題を幅広く数値等も交えて具体的に記述する。
２．成果目標の達成に向けた推進体制
	
	 ※成果目標の達成のため、関係機関が一体となった推進体制が整備され、事業実施主体において推進活動が行われている状況について記載する。
 ※事業推進の体制図（フローチャート等）について、記載若しくは別途添付する。


３．担い手の育成について
	
	担い手の分類
	　現　　在（　　年）
	　目　　標（　　年）
	備　考
	

	
	 受益農家数
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	
	

	
	
	 受益農家数のうち認定農業者数
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	
	

	
	
	 受益農家数のうち市町村長が認める者
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	
	

	
	 受益地内の生産組織数
	　　　　　　　　組織
	　　　　　　　　組織
	
	

	
	
	 生産組織の構成員のうち認定農業者数
	　　　　　　　　人
	　　　　　　　　人
	
	

	
	
	 構成員のうち市町村長が認める者
	               人
	                人
	
	


　　（注）１　「担い手の分類」の欄のうち市町村長が認める者及び生産組織の数を記入する場合には、「認定農業者の他に当該地域の農業の担い手として育成すべきとして
市町村長が認める者（生産組織を含む。）の定義」を記述し、添付等するものとする。
	（認定農業者の他に当該地域の農業の担い手として育成すべきとして市町村長が認める者（生産組織を含む。）の定義）


第５　事業実施計画の詳細
１．各種制度資金の利用計画
(１)農業近代化資金　　　　　　   　　　　　　　　　　借入資金額　　            千円　（金融機関への相談状況：　                                                    　）
(２)日本政策金融公庫資金                           　借入資金額　　            千円　（金融機関への相談状況：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
(３)その他資金名（具体的な資金　　　　　　　　　） 　借入資金額　　            千円　（金融機関への相談状況：                                                        ）
（注）国の補助及び都道府県、市町村の負担を除く事業実施主体の負担において、借入計画がある場合は資金別に記入する。
２．整備事業における機械・施設の施行方法及び施工業者選定方法の計画
	
	施　　行　　方　　法
	直営施行・請負施行・委託施行・代行施行・直営施行
	代行施行に
よる場合
	代行施行業者選定方法
	一般競争入札・指名競争入札・随意契約

	
	施工業者選定方法
	一般競争入札・指名競争入札・随意契約
	
	代行施行候補業者名
	

	
	一般競争入札による場合
	入札立会予定者
	
	
	入札立会予定者
	

	
	指名競争入札
（競争見積）
による場合
	指名業者選定の考え方
	
	随意契約に
よる場合
	随意契約を選択する理由
	

	
	
	指名候補業者名
	
	
	価格の適正性の判断基準
	

	
	
	入札立会予定者
	
	
	候補業者名
	


　　（注）１　記入にあたっては、「農業・食品産業競争力強化支援事業補助対象事業事務及び補助対象事業費の取扱いの制定について」（平成１７年４月１日付け１６生産第８２６３号農林水産省総合食料局長、経営局長、生産局長通知）第１を参考に記載すること。
　　　　　 ２　工種毎（土木工事、建築工事、製造請負工事等）で施行方法が違う場合は、工種毎に区分して記入すること。
　　　　　 ３　「施行方法」欄は、「直営施行」、「請負施行」、「委託施行」、「代行施行」のいずれかを○で囲む。
　　　　　 ４　「施工業者選定方法」、「代行施行業者選定方法」欄は、「一般競争入札」、「指名競争入札」、「代行施行における競争見積」、「随意契約」のいずれかを○で囲む。
　　　　　 ５　「指名業者選定の考え方」欄は、指名競争入札又は代行施行による競争見積を予定する場合に、どのような基準及び条件によって業者を指名するのか、その考え方を記入する。
　　　　　 ６　「指名候補業者名」欄は、当該事業の計画策定時点における指名候補業者名をすべて記入する。
　　　　　 ７　「入札立会予定者」欄は、行政機関（都道府県及び市町村）から入札への立会が予定されている場合に入札立会予定者の所属及び役職名を記入する。
　　　　　 ８　「随意契約を選択する理由」欄は、随意契約を選択する合理的な理由を記入する。
　　　　　 ９　「価格の適正性の判断基準」欄は、随意契約価格が適正であることをどのように判断するのかを記入する。
　　　　　 10　「候補業者名」欄は、当該事業の計画策定時点における候補業者名を記入する。
３　整備事業における土地の確保状況
	整備施設
	施設予定場所（地番）
	面積
	土地の状況
	借地契約
	契約期間
	借地において、低コスト耐候性ハウス等を、水田に整備する際の※１畑地化要件の確認

	
	
	
	
	
	
	貸主への確認状況
	畑地化時期

	
	
	㎡
	自作地・借入地
	有・無（　月契約予定）
	年
	済・未
	令和　年予定

	
	
	㎡
	自作地・借入地
	有・無（　月契約予定）
	年
	済・未
	令和　年予定

	
	
	㎡
	自作地・借入地
	有・無（　月契約予定）
	年
	済・未
	令和　年予定

	
	
	㎡
	自作地・借入地
	有・無（　月契約予定）
	年
	済・未
	令和　年予定

	
	
	㎡
	自作地・借入地
	有・無（　月契約予定）
	年
	済・未
	令和　年予定


　※１　畑地化要件
生産技術高度化施設のうち省エネルギーモデル温室、低コスト耐候性ハウス及び高度環境制御栽培施設並びに高度技術導入施設のうち施設園芸栽培技術高度化施設を整備する場合、事業完了後６年以内に整備ほ場を畑地化（経営所得安定対策等実施要綱の別紙１に定める交付対象水田からの除外をいう。）することとする。
　※２　※１に該当する場合は、参考資料３－１を添付する。（ただし、借地の場合は、貸主との合意状況が分かる資料（参考様式３－２等）を添付）
４. 効果増進事業（効果増進事業を実施する場合のみ記入）
	
	１　○○○○検討会　　　　　　○地区　　各○回　　合計○回
２　○○技術実証ほの設置      ○ヶ所          　　　　　等

	


      （注）対象地区数、対象施設数、箇所数、回数などを含めて記載すること。
５　事業実施のスケジュール
（１）取組主体の意思決定
　　　○年○月○日理事会、総代会で意思決定済（予定）
（２）市町村の予算措置の状況
　　　○年〇月〇日市町村議会で承認済（予定）
（３）予定工期
　　　着工（○年○月○日）～　完了（○年○月○日）
（４）利用開始
　　　○年○月○旬頃予定
　※繰越後に着工する場合、（３）及び（４）は省略することができる。
６　添付資料
（ア）産地パワーアップ計画書

（イ）取組主体事業計画書
（ウ）県事業実施方針（令和２年（２０２０年）３月２６日策定）５に掲げる添付資料
＊（イ）、（ウ）については、地域協議会からの産地パワーアップ計画承認申請時から変更がない場合、添付を省略することができる。
